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公益財団法人計算科学振興財団 研究活動における不正行為への対応等に関する規程 

 

（目的） 

第１条 この規程は、公益財団法人計算科学振興財団（以下「財団」という。）における職員等の

研究活動に関して、「研究活動における不正行為への対応等に関するガイドライン」（平成 26年

８月 26 日文部科学大臣決定）の趣旨に則り、研究者等の研究活動における不正行為（以下「不

正行為」という。）の防止の取扱い及び不正行為が行われ又はそのおそれがある場合の取扱いに

関し必要な事項を定め、もって研究機関としての財団の責務を果たすことを目的とする。 

 

（定義） 

第２条 この規程において「不正行為」とは、研究の立案・計画・実施・成果の取りまとめ（報告

を含む。）の各過程においてなされる次の各号に掲げる行為をいう。ただし、故意によるもので

はないことが根拠をもって明らかにされた場合及び科学的に適正な方法により正当に得られた

研究成果が結果的に誤りであった場合は、不正行為にはあたらないものとする。 

(1) 捏 造 ： 存在しないデータ、研究結果等を作成すること。 

(2) 改ざん ： 研究資料・機器・過程を変更する操作を行い、データ、研究活動によって得

られた結果等を真正でないものに加工すること。 

(3) 盗 用 ： 他の研究者のアイディア、分析・解析方法、データ、研究結果、論文又は用

語を、当該研究者の了解もしくは適切な表示なく流用すること。 

２ この規程において「研究者等」とは、財団に所属し、研究活動を行う全ての者をいう。 

３ この規程において「調査事案」とは、不正行為調査委員会（以下「調査委員会」という。）に

おいて審議、検討が行われる案件をいう。 

４ この規程において「通報者」とは、通報等を行う者をいう。 

５ この規程において「被通報者等」とは、被通報者及び被通報者以外で不正行為に関与したと

認定された者をいう。 

 

（研究倫理教育責任者） 

第３条 研究倫理教育責任者は、総務グループ長をもって充て、研究者等に対し研究活動上の不

正行為の防止に関し必要な研究倫理教育及び指導を行うものとする。 

２ 研究倫理教育及び指導に関しては、研究倫理教育責任者は研究部門長と協力・連携して実施

するものとする。 

 

（研究者等の責務） 

第４条 研究者等は、高い倫理性を保持し、研究活動上の不正行為を行ってはならない。 

２ 研究者等は、研究データを５年間保存し、必要な場合には開示しなければならない。 

３ 研究者等は、この規程及びこの規程に基づく研究倫理教育責任者の指導等に従い、並びに第

７条及び第８条の調査等に協力しなければならない。 
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（通報窓口の設置） 

第５条 不正行為に関する通報等を受け付けるため、財団内外に不正行為通報窓口（以下「通報

窓口」という。）を置く。 

２ 通報窓口、通報等を受けた時の対応及び通報等の取扱いについては、競争的資金等の不正使

用に係る通報等規程第３条から第８条及び第 11条を準用する。この場合において、当該規程中

「競争的資金等の不正使用」とあるのは、「研究活動の不正行為」と、「最高管理責任者」及び

「統括管理責任者」とあるのは「理事長」と、それぞれ読み替えるものとする。 

 

（調査委員会） 

第６条 財団に、調査委員会を置く。 

２ 委員会は、委員長及び委員をもって組織する。 

３ 委員長は、理事長が指名した者をもって充てる。 

４ 委員は、次の各号に掲げる者をもって充てる。ただし、委員の半数以上は職員等以外で構成

しなければならない。 

(1) 財団の職員等のうちから理事長が任命する者 

(2) 財団の職員等以外の者のうちから理事長が委嘱する者 

(3) 財団の職員等以外の者で、法律の知識を有する者のうちから理事長が委嘱する者 

５ 調査委員会は、次の各号に掲げる事項について、審議、検討を行う。 

(1) 不正行為の調査に関すること 

(2) その他不正行為に関し必要な事項 

６ 委員の任期は、調査事案に係る措置が終了したときをもって終了するものとする。 

 

（予備調査） 

第７条 委員長は、通報等のあった事案について速やかに予備調査を実施する。 

２ 予備調査は、委員長及び委員長が指名する若干名の委員をもって実施する。 

３ 予備調査は、通報等のあった事案について委員会が行う調査（以下「本調査」という。）の実

施の可否を判断し、通報等受付後、原則として 30日以内にその結果を理事長に報告する。 

４ 理事長は、本調査を行わない場合は、その理由を付記して通報者に通知するとともに、予備

調査の資料を保存し、調査事案に係る研究費の資金配分機関（以下「配分機関」という。）又は

通報者の求めに応じ開示することができる。 

５ 理事長は、通報の有無にかかわらず、相当の信頼性のある情報が提供され、不正行為がある

と疑われる場合は、通報等のあった事案に係る予備調査の開始を委員長に命ずることができる。 

 

（本調査） 

第８条 委員長は、予備調査において本調査を実施すべきと判断した通報等のあった事案につい

ては、前条第３項の報告が行われた日から原則として 30 日以内に本調査を開始し、その旨を理

事長に報告しなければならない。 

２ 委員のうち、通報者又は被通報者等と直接の利害関係を有する委員は、本調査に加わること
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ができない。 

３ 理事長は、本調査を行うことを決定した場合、通報者及び被通報者に対し本調査を行うこと

を通知するとともに、調査への協力を求める。 

４ 理事長は、本調査を行うことを決定した場合、配分機関にも調査を行う旨を通知するものと

する。 

５ 理事長は、本調査を行う委員の氏名や所属を通報者及び被通報者等に通知するものとする。 

６ 通報者及び被通報者等は、前項の通知内容に不服があるときは、通知の日の翌日から起算し

て 14日以内に、理事長に対し、理由を付した書面（様式１）により異議申立てをすることがで

きるものとする。 

７ 理事長は、前項の異議申立てがあった場合は、その内容を審査し、その内容が妥当であると

判断したときは、当該異議申立てに係る委員を交代させるとともに、その旨を通報者及び被通

報者等に通知するものとする。 

８ 本調査は、指摘された当該研究に係る論文や実験・観察ノート、データ等の各種資料の精査

及び関係者のヒアリング、再実験の要請等により実施するものとする。 

９ 本調査に際しては、被通報者等に弁明の機会を与えるものとする。 

10 本調査の対象は、通報等のあった事案に係る研究のほか、調査委員会の判断により調査に関

連した被通報者等の他の研究をも含めることができるものとする。 

11 調査委員会は、本調査の実施に際し、通報等のあった事案に係る研究に関して、証拠となる

ような資料等を保全する措置をとることができるものとする。 

12 理事長は、本調査の実施決定後、調査委員会の調査結果の報告を受けるまでの間、通報等の

あった事案に係る研究の研究費について、執行を停止する等、必要な措置を講じることができ

る。 

 

（調査協力義務・説明責任） 

第９条 本調査に対しては、通報者及び被通報者等は積極的に調査に協力する義務及び真実を述

べる義務を負うものとし、被通報者等が通報内容を否認する場合には、自己の責任において、

当該研究の適正な方法と手続及び論文等の表現の適切性について、科学的根拠を示して説明し

なければならない。 

２ 前項の被通報者等の説明において、被通報者等がデータや実験・観察ノート及び実験試料・

試薬等、本来存在するべき基本的な要素の不足により証拠を示すことができない場合は、合理

的な保存期間（論文発表後５年間を原則とする。）を超えるときを除き、不正行為とみなす。た

だし、被通報者等が善良な管理者の注意義務を履行していたにもかかわらず、その責によらな

い理由により、当該基本的要素を十分に示すことができなくなった場合等正当な理由があると

認められる場合はこの限りではない。 

３ その他通報等のあった事案に関係する者は、予備調査及び本調査に係る委員会の要請に対し、

積極的に協力しなければならない。 

 

（認定） 
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第 10条 調査委員会は、本調査開始後、原則として 150 日以内に不正行為が行われたか否かを判

定し、不正行為が行われたものと認定した場合は、その内容、不正行為に関与した者とその関

与の度合、不正行為と認定された研究に係る論文等の各著者の当該論文等及び当該研究におけ

る役割を明らかにする。 

２ 調査委員会は、不正行為が行われなかったと認定した場合であって、本調査を通じて通報等

が悪意に基づくものであることが判明したときは、その旨を明らかにするとともに、通報者に

弁明の機会を与える。 

 

（報告） 

第 11 条 委員長は、前条第１項に基づき調査委員会が不正行為が行われたものと認定した場合

は、速やかに調査結果（認定を含む。以下同じ。）を理事長に報告するものとする。 

 

（調査結果の通知及び報告） 

第 12 条 理事長は、調査委員会の調査結果を速やかに通報者及び被通報者等に通知するととも

に、配分機関に調査結果を報告するものとする。 

２ 理事長は、悪意に基づく通報との認定があったときは、通報者が当財団以外の機関に所属し

ている場合は、当該所属機関にも通知する。 

 

（不服申立て） 

第 13条 不正行為と認定された被通報者等又は悪意に基づくものと認定された通報者は、調査結

果の通知日の翌日から起算して 14日以内に理事長に対し、理由を付した書面（様式２）により

不服申立てをすることができる。 

２ 理事長は、被通報者等から不正行為の認定に係る不服申立てがあったときは、通報者及び配

分機関に通知する。 

３ 不服申立ての審査は調査委員会が行う。ただし、不服申立ての趣旨が、調査委員会の公正性

に関わるものである場合には、理事長の判断により、調査委員会に代えて、他の者に審査させ

ることができる。 

４ 調査委員会は、不服申立てについて、趣旨、理由等を勘案し、再調査すべきか否かを決定す

る。再調査を開始した場合には、不正行為と認定された被通報者等から不服申立てがあったと

きは原則として 50日以内、悪意に基づく通報と認定された通報者から不服申立てがあったとき

は原則として 30 日以内に、本調査の結果を覆すか否かを決定し、理事長に報告する。 

５ 理事長は、再調査結果を、通報者、被通報者等及び配分機関に通知する。 

 

（調査結果の公表） 

第 14条 理事長は、調査委員会において不正行為が行われたと認定されたとき又は悪意に基づく

通報と認定されたときは、個人情報又は知的財産保護等の不開示に合理的な理由がある場合を

除き、原則として調査結果を公表する。この場合において、不正行為と認定された被通報者等

又は悪意に基づくものと認定された通報者から公表事項についての意見があるときは、その意
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見も併せて公表するものとする。 

２ 理事長は、調査委員会において不正行為が行われなかったと認定されたときは、原則として

調査結果を公表しない。ただし、調査事案が外部に漏洩していた場合及び論文等に故意による

ものでない誤りがあった場合は、調査結果を公表する。 

 

（不正行為の防止） 

第 15条 理事長は、調査委員会において不正行為が行われたと認定されたときは、不正行為防止

のため、不正行為と認定された事案について、財団内へ周知する等の必要な措置を講じること

ができる。 

 

（不正行為に対する措置） 

第 16条 理事長は、不正行為が行われたと認定された場合、不正行為への関与が認定された者及

び不正行為が認定された論文等の内容について責任を負う者として認定された者に対し、懲戒

処分等を含む次の各号に定める必要な措置を講ずる。 

(1) 当該研究に係る研究費の使用中止等 

(2) 不正行為と認定された論文等の取り下げ勧告 

(3) その他不正行為排除のための措置 

２ 理事長は、前項により処分を課したときは、配分機関に対して処分内容等を通知する。 

 

（不正行為が無かった場合の措置） 

第 17条 理事長は、不正行為が行われなかったと認定された場合、本調査に際してとった措置を

解除する。 

２ 理事長は、不正行為を行わなかったと認定された者の名誉を回復する措置及び不利益が生じ

ないための措置を講じる。 

３ 理事長は、通報が悪意に基づくものと認定された場合、通報者に対し、懲戒処分等必要な措

置を講ずる。 

 

（守秘義務) 

第 18 条 通報窓口の職員等及びこの規程における不正行為への対応に携わる者は、通報の内容そ

の他不正行為の調査に関する事項について知ることのできた情報を他に漏らしてはならない。 

 

（庶務） 

第 19条 調査委員会の運営等に関する庶務は、総務グループが行うものとする。 

 

（補則） 

第 20条 この規程に定めるもののほか、この規程の実施に関し必要な事項は、理事長が別に定め

る。 
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附 則 

この規程は、平成 29 年９月１日から施行する。 
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（様式１） 

 

異 議 申 立 書 

 

 

平成  年  月  日 

 

 

公益財団法人計算科学振興財団 理事長 様 

 

所 属 

氏 名 

連絡先 

 

 

公益財団法人計算科学振興財団研究活動における不正行為への対応等に関する規程第８条第６

項の規定に基づき、下記の研究活動における不正行為に関して、異議申立を行います。 

 

記 

 

１ 理事長から不正行為の調査を行うと通知された事案の内容等 

 

 

 

 

 

２ 異議申立理由 
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（様式２） 

 

不 服 申 立 書 

 

 

平成  年  月  日 

 

 

公益財団法人計算科学振興財団 理事長 様 

 

所 属 

氏 名 

連絡先 

 

 

公益財団法人計算科学振興財団 研究活動における不正行為への対応等に関する規程第 13 条

第１項の規定に基づき、下記の研究活動における不正行為に関して、不服申立を行います。 

 

記 

 

１ 理事長から不正行為として通知された事案の内容等 

 

 

 

 

 

２ 不服申立理由 


